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インボイス制度対応について１

令和５年１０月から、消費税の仕入税額控除の方式として「適格請求書等保
存方式」いわゆる「インボイス制度」が導入される予定になっています。お
店のお客様がその商品代や飲食代金を経費として計上し仕入税額控除を受け
るためには、その証拠として適格請求書や適格簡易請求書を保存する必要が
あります。

インボイス制度に対応するには「インボイス制度対応レジの導入」と「適格
請求書発行事業者の登録」が必要になります。 ライブレジではインボイス
制度対応の適格簡易請求書方式のレシート発行が可能です。

ライブレジでは以下の３ステップで設定を行ないます。お客様の課税設定及
び軽減税率設定状況に従い必要な設定をおこなってください。
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１ 概要

手順① 現在の軽減税率設定を確認する（軽減税率１／２名称）

手順② 現在の課税設定を確認する

手順③ インボイス制度対応に必要な設定をする

２ インボイス制度対応 設定手順



① メインパネルより［レジを設定する］を押して「レジ設定」メニューを開きます。
② 「レジの共通設定」を押して「レジ共通設定」を開きます。
③ ［軽減税率設定］タブを選択します。

④ 軽減税率１と２に設定されている名称を確認し、
ＡまたはＢどちらのタイプかをメモまたはチェックしてください。
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手順① 現在の軽減税率設定を確認する（軽減税率１／２名称）

該当するタイプに◯をしてください

（Ａ） 軽減税率１が ８％ 軽減税率２が１０％ に設定されている

（Ｂ） 軽減税率１が１０％ 軽減税率２が ８％ に設定されている



① メインパネルより［レジを設定する］を押して「レジ設定」メニューを開きます。
② 「レジ・ポイントの設定」を押して、該当する店舗を選び「レジ・ポイント設定」を開き

ます。
③ ［ライブレジ設定］-［基本設定］-［課税設定］タブを選択します。

④ 現在の課税状況を確認し、８％が設定されている課税と１０％が
設定されている課税をメモまたはチェックしてください。
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手順② 現在の課税設定を確認する

８％が設定されている課税（ 課税１ 課税２ 課税３ 課税４ 課税５ ）

１０％が設定されている課税（ 課税１ 課税２ 課税３ 課税４ 課税５ ）

該当する課税区分に◯をしてください



① メインパネルより［レジを設定する］を押して「レジ設定」メニューを開きます。
② 「レジ・ポイントの設定」を押して、該当する店舗を選び「レジ・ポイント設定」を開き

ます。
③ ［ライブレジ設定］-［基本設定］-［軽減税率設定］タブを選択します。

④ 以下の３箇所の設定をおこなってください。
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手順③ インボイス制度対応に必要な設定をする

「T」で始まる登録事業
者番号をハイフン無しで
設定します

軽減税率対応に「する」
を設定します

手順②で ８％に選択された課税区分に「軽減税率１」を選択しマーク印字に「する」を設定します
手順②で１０％に選択された課税区分に「軽減税率２」を選択しマーク印字に「しない」を設定します

手順① で（Ａ）軽減税率１が ８％ 軽減税率２が１０％ に設定されていた場合

手順① で（Ｂ）軽減税率１が１０％ 軽減税率２が ８％ に設定されていた場合

手順②で ８％に選択された課税区分に「軽減税率２」を選択しマーク印字に「する」を設定します
手順②で１０％に選択された課税区分に「軽減税率１」を選択しマーク印字に「しない」を設定します



⑤ ［ライブレジ設定］-［基本設定］-［レシート設定（１）］タブを選択します。

⑥ 以下の３箇所の設定をおこなって、最後に「変更」ボタンを押してインボイス制度対応は
完了です。
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レシートロゴではインボ
イス発行事業者がわから
ない場合は、必要に応じ
てメッセージ設定にて所
在や連絡先情報を設定し
てください

インボイス発行事業者が
わかる名称及び電話番号
などが記載されたロゴを
設定してください。

最後に必ず変更を押
してください

レシートに「領収証」の
文字を印字するにチェッ
クを入れてください

「領収書」機能を使う場合の注意点

ライブレジの領収書には商品の明細は印刷されません。軽減税率の商品を含む場
合は、但し書きに「軽減税率対象」と記載するようにしてください。

例）但し、食品（軽減税率対象）、雑貨代金として

税務上、明細が書かれているレシートの方が信頼性が高いため明細が記載されて
いる適格簡易請求書方式のレシートを領収書とすることをおすすめします。




